
（１）３
国
土
強
靱
化
に
関
す
る
施
策
を
効
率
的
に
進
め
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
化
等
の
推
進

国
土
強
靱
化
に
関
す
る
施
策
の

デ
ジ
タ
ル
化

災
害
関
連
情
報
の
予
測
、
収
集
・
集
積
・

伝
達
の
高
度
化

（２）

激
甚
化
す
る
風
水
害
や
切
迫
す
る
大
規
模
地
震
等
へ
の
対
策

人
命
・
財
産
の
被
害
を
防
止
・

最
小
化
す
る
た
め
の
対
策

交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
維
持
し
、

国
民
経
済
・
生
活
を
支
え
る
た
め
の
対
策

（２）

（１）１

予
防
保
全
型
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

へ
の
転
換
に
向
け
た
老
朽
化
対
策

２

事業者：

主たる施策グループ：

事業名：
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ポイント

地域の概要・課題

総務省消防庁

消防庁被害情報収集・共有システムの整備

122 被害状況等の把握及び共有のための対策

災害発生時には、災害対策基本法（昭和36年法律
第223号）第53条第２項の規定に基づき、都道府
県は、内閣総理大臣に被害状況等を報告することとさ
れています。この報告は、消防庁を通じて行われることに
なりますが、従来はメール・FAXにより行われていました。

このため、この報告事務について、迅速化・効率化・負
担軽減を図る必要がありました。

都道府県からの被害状況等の報告は、これまでメール・FAXにより行われていたことから、迅速化・効率化を図るた
めのシステムを整備し、令和５年４月から運用しています。

⚫ 発災時の被害状況や避難情報の発令状況等を迅速に収集可能なシス
テムを構築

⚫ 被害状況等の自動収集ができることで、迅速な災害応急対策を実現

システムにより被害状況等を効率
的に把握・共有し、迅速な災害
応急対策を実現する

被害状況等の収集・共有の流れイメージ図

都
道
府
県

人的被害

死者 行方不明者 負傷者 合計

人 人 人 人

●●県 １ １

■■県 １ ３ ４

合計 １ ４ ５

被害状況等の集計のイメージ

都
道
府
県

警戒レベル５

緊急安全確保

市 町 村 世帯 人数

●●県 １ ２ 10

合計 １ ２ 10

○ 被害の状況 ○ 避難指示等の状況

都道府県から入手する人的・住家被害等の情報を
自動収集・自動集計することができるようになることで、
被害状況等の報告事務に係る作業が効率化されま
す。

これにより、災害時における効果的な救助部隊の展
開など、国及び地方公共団体のより迅速的確な災
害応急対策の実現が期待できます。

見込まれる効果

事業の概要

5-1）テレビ・ラジオ放送の中断や通信インフラの障害により、インターネット・SNSなど、災害時に活用する
情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず避難行動や救助・支援が遅れる事態


